３　用語の解説

（１）人口動態調査

自然増減　出生数から死亡数を減じたものをいう。
 eq \o\ad(乳児死亡,　　　　　　　)　生後1年未満の死亡をいう。
 eq \o\ad(新生児死亡,　　　　　　　)　生後4週未満の死亡をいう。

 eq \o\ad(早期新生児死亡,　　　　　　　)　生後1週未満の死亡をいう。

 eq \o\ad(妊娠期間,　　　　　　　)　出生、死産及び周産期死亡の妊娠期間は満週数による。（昭和53年までは、数えによる妊娠月数）

（参考１）　　早期：妊娠満37週未満（259日未満）

正期：妊娠満37週から満42週未満（259日から293日）

過期：妊娠満42週以上（294日以上）
 eq \o\ad(死産,　　　　　　　)　妊娠12週（妊娠第4月）以後の死児の出産をいい、死児とは、出産後において心臓搏動、随意筋の運動及び呼吸のいずれも認めないものをいう。

自然死産と人工死産：人工死産とは、胎児の母体内生存が確実であるときに、人工的処置（胎児又は付属物に対する措置及び陣痛促進剤の使用）を加えたことにより死産に至った場合をいい、それ以外はすべて自然死産とする。

なお、人工的処置を加えた場合でも、次のものは自然死産とする。

（１）胎児を出生させることを目的とした場合

（２）母体内の胎児が生死不明か、又は死亡している場合

（参考）

死産統計を観察する場合、次の沿革を考慮する必要がある。

昭和23年以降：優生保護法の施行（7月）により、人工妊娠中絶のなかの、妊娠第4月以降のものも人工死産に含むことになった。

昭和24年以降：優生保護法の改正（6月）により、人工妊娠中絶の理由に「経済的理由により母体の健康を著しく害するおそれのあるもの」も含むことになった。

昭和27年以降：優生保護法の改正（5月）により、優生保護審査会の審査を廃止するなど、その手続が簡素適正化され、優生保護法による指定医師は本人及び配偶者の同意を得て、要件に該当する者に対し、人工妊娠中絶を行うことができるようになった。

昭和43年以降：胎児を出生させる目的で人工的処置を加えたにもかかわらず死産した場合、従来は人工死産であったが、自然死産として取り扱うこととなった。

昭和51年以降：優生保護法により人工妊娠中絶を実施することができる時期の基準を、従来の「通常妊娠8月未満」から、「通常妊娠第7月未満」に改めた。（昭和51年1月20日付け厚生労働省発衛第15号厚生事務次官通知）

昭和54年以降：優生保護法による人工妊娠中絶を実施することができる時期の基準を、従来の「通常妊娠第7月未満」から「通常妊娠満23週以前」に表現を改めた。（昭和53年11月21日付け厚生労働省発衛第252号厚生事務次官通知）

平成3年以降：優生保護法による人工妊娠中絶を実施することのできる時期の基準を、従来の「通常妊娠満23週以前」から「通常妊娠満22週未満」に改めた。（平成2年3月20日付け厚生労働省発健医第55号厚生事務次官通知）

周産期死亡　 妊娠満22週（154日）以後の死産に早期新生児死亡を加えたものをいう。

（２）医療施設調査

医療施設の種類

病院　

医師又は歯科医師が医業又は歯科医業を行う場所であって、患者20人以上の入院施設を有するもの。

一般診療所

医師又は歯科医師が医業又は歯科医業を行う場所（歯科医業のみは除く。）であって、患者の入院施設を有

しないもの又は患者19人以下の入院施設を有するもの。

歯科診療所　

歯科医師が歯科医業を行う場所であって、患者の入院施設を有しないもの又は患者19人以下の入院施設を

有するもの。

なお、診療所には、医療法第5条の規定により医師又は歯科医師が往診のみによって診療に従事するものを

含む。

病院の種類

精神科病院　精神病床のみを有する病院

結核療養所　結核病床のみを有する病院

一般病院　上記以外の病院(平成10年までは伝染病院も除く)

地域医療支援病院　

　　他医療機関から紹介された患者に医療を提供し、また、他医療機関の医師等診療従事者が診療、研究又は研

修を行う体制並びに救急医療を提供し得る病院として知事が承認した病院。（医療法第4条）

特定機能病院

　　高度の医療の提供、医療技術の開発、高度の医療に関する研修を実施する能力を備え、そのような病院とし

て適切な人員配置、構造設備等を有する病院として厚生労働大臣が承認した病院（医療法第4条の2）
医育機関

　　学校教育法に基づく大学の医学部又は歯学部若しくは大学附置の研究所の附属機関である病院

臨床研修病院　

　　医師法第16条の2に規定する臨床研修指定病院として厚生労働大臣の指定を受けている病院及び医育機関

老人病院

　　特例許可老人病棟又は老人病棟を有する病院

特例許可老人病院　

特例許可老人病棟を有する病院

特例許可老人病院以外の老人病院　

老人病棟（特例許可老人病棟を除く）を有する病院

病床の種類
精神病床

　　精神疾患を有する者を入院させるための病床

感染症病床

　　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に規定する一類感染症、二類感染症及び同条新感染症の患者を入院させるための病床

結核病床

　　結核の患者を入院させるための病床

療養病床

　　病院の病床（精神病床、感染症病床、結核病床を除く。）又は一般診療所の病床のうち、主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための病床

一般病床

　　精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床以外の病床

介護療養病床

　　療養病床のうち、介護保険法に規定する都道府県知事の指定介護療養型医療施設としての指定に係る病床

経過的旧その他の病床

　　旧医療法第７条第２項に規定する「その他の病床」であって、「医療法等の一部を改正する法律」の施行後、療養病床又は一般病床のいずれかに移行する届出をしていない病床（平成15年8月までの経過措置）

経過的旧療養型病床群

　「経過的旧その他の病床」のうち、主として長期にわたり療養を必要とする患者が入院する一群の病床（平成15年8月までの経過措置）

その他の病床等

　療養病床、一般病床及び経過的旧その他の病床（経過的旧療養型病床群を含む。）

一般病床等

　一般病床及び経過的旧療養型病床群を除く経過的旧その他の病床

療養病床等　

療養病床及び経過的旧療養型病床群

開設者

　　　　　表章にあたって次の2８種類に区分し、病院については医育機関を再掲した。（参考２）

01 国（厚生労働省）
　　　　厚生労働省が開設する施設

02 国（独立行政法人国立病院機構）
　　　　「独立行政法人国立病院機構法」（平成14年法律第191号）第3条の規定による法人が開設する施設

03 国（国立大学法人）

　　　　「国立大学法人法」（平成15年法律第112号）第1条の規定による法人が開設する施設

04 国（独立行政法人労働者健康福祉機構）

　　　　「独立行政法人労働者健康福祉機構法」（平成14年法律第171号）第3条の規定による法人が開設する施設

05 国（その他）

　　　　国及び国に準ずるものが開設する施設で、上記「01　厚生労働省」から「04　独立行政法人労働者健康福祉機構」以外の施設

06 都道府県

　　　　都道府県が開設する施設及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条第1項に規定する都道府県一部事務組合の開設する施設

07 市町村

　　　　市町村が開設する施設及び地方自治法第284条第1項に規定する市町村一部事務組合の開設する施設

08 地方独立行政法人

　　　　「地方独立行政法人法」（平成15年法律第118号）第2条の規定により設立した地方独立行政法人が開設する施設

　09  日赤

　　　　日本赤十字社が開設する施設

10  済生会

　　　　社会福祉法人恩賜財団済生会が開設する施設

11　北海道社会事業協会

　　　　社会福祉法人北海道社会事業協会が開設する施設

12　厚生連

　　　　全国厚生農業協同組合連合会の会員である厚生（医療）農業協同組合連合会が開設する施設

13　国民健康保険団体連合会

　　　　国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第83条の規定により設立した法人で、同法第84条の規定により都道府県知事の認可を受けた国民健康保険団体連合会が開設する施設
14　全国社会保険協会連合会

　　　　社団法人全国社会保険協会連合会が開設する施設

15　厚生年金事業振興団

　　　　財団法人厚生年金事業振興団が開設する施設

16　船員保険会

　　　　財団法人船員保険会が開設する施設

17　健康保険組合及びその連合会

　　　　健康保険法（大正11年法律第70号）の規定により設立した健康保険組合及び健康保険組合連合会が開設する施設

18　共済組合及びその連合会

　　　　次に掲げる各共済組合及びその連合会等が開設する施設

　　　１　国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）第3条の規定により設立された国家公務員共済組合及び同法第21条の規定により設立された同連合会

　　　２　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第3条の規定により設立された地方公務員共済組合（地方職員共済組合、公立学校共済組合、警察共済組合、都職員共済組合、指定都市職員共済組合、市町村職員共済組合等）及び同法第27条の規定により設立された全国市町村職員共済組合連合会

　　　３　私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）第2条の規定により私立学校教職員共済制度を管掌することとされた日本私立学校振興・共済事業団

19　国民健康保険組合

　　　　国民健康保険法第13条の規定により設立された国民健康保険組合で、同法第17条の規定により都道府県知事の認可を受けて設立され、同法第3条第2項の国民健康保険を行う国民健康保険組合が開設する施設

20　公益法人

　　　　民法（明治29年法律第89号）第34条に規定する、営利を目的としない法人が開設する施設

21　医療法人

　　　　医療法第39条の規定に基づく医療法人が開設する施設

22　私立学校法人
　　　　私立学校法（昭和24年法律第270号）第3条に規定する学校法人が開設する施設

23　社会福祉法人

　　　　社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する法人で、同法第32条の規定により所轄庁の認可を受けた社会福祉法人が開設する施設

24　医療生協

　　　　消費生活協同組合法（昭和23年法律第200号）第4条の規定による法人で､同法第10条第1項第2号に定める事業を行う医療生協が開設する施設

25　会社

　　　　会社が従業員及びその家族のために開設し、都道府県知事から開設許可（医療法第7条）を受けた施設

26　その他の法人

　　　　上記「20　公益法人」、「21　医療法人」、「22　私立学校法人」、「23　社会福祉法人」、「24　医療生協」、「25

会社」以外の法人（宗教法人等、民法以外の特別法の規定により設立された法人）が開設する施設

27　個人

　　　　1～26以外で個人が開設する施設
28　医育機関（再掲）

　　　　 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学において、医学又は歯学の教育を行うことに付随して設

けられた病院及び分院をいい、大学研究所付属病院も含む。

公的医療機関　
「医療法第31条に規定する公的医療機関の開設者を定める告示」（昭和26年厚生労働省告示167号）に規定する施設
診療科目　

　　　 　 医療法において広告が認められている診療科目である。（参考３）

　　　　　　なお、２つ以上の科を広告している施設については、次により分類した。

· 内科系診療科：Ⅰのみのもの及びⅠとⅢ（34～39）にまたがるもの

· 外科系診療科：Ⅱのみのもの及びⅡとⅢ（34～39）にまたがるもの

· 内科系・外科系診療科：ⅠとⅡにまたがるもの及びⅠ～Ⅲ（34～39）にまたがるもの

· リハビリテーション科・放射線科：Ⅲの34～39のみのもの

・　歯科系診療科Ⅲの40～43のみのもの

　　 従事者数　　　　　　

1 　有給、無給を問わない。10月1日24時現在の在籍する者をいい、有する免許の種類等により計上した。

①　医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、社会福祉士、介護福祉士、言語聴覚士、義肢装具士、歯科衛生士、歯科技工士、診療放射線技師、診療エックス線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、臨床工学技士、あん摩マッサージ指圧師、柔道整復師、管理栄養士、栄養士、精神保健福祉士　

　 各身分法に基づく免許を有し、主として当該業務を担当する者

②　介輔　医師の監督、指導の下に一定期間助手等をつとめた者で、沖縄県のみにおいてその業を行うことを認められた者　　　　　　

　③　①に掲げた従事者以外の従事者は、免許の有無にかかわらず主としてその業務を担当する者（例えば、　　　　　　　看護師の免許を有し、主として看護業務を担当している者は看護師に計上するが、看護師の免許を有して　　　　　　　　いても主として従事している業務が事務の場合には事務職員に計上）　

2 　医師及び歯科医師　「常勤」は、原則として、その施設の全診療時間を通じて勤務する者　

　「非常勤（常勤換算）」は、非常勤の医師または歯科医師の勤務時間を、その施設の常勤医師・歯科医師の

通常の勤務時間で換算した。

3 　医師及び歯科医師以外の職種については、常勤換算数で計上。（常勤換算とは、従事者について、その職種に従事した１週間の勤務時間を、当該医療施設の通常の1週間の勤務時間で除した数である。）

4 　看護業務補助者　保健師、助産師、看護師及び准看護師の免許の有無にかかわらず、看護業務に補助的に従事

する者

5　歯科業務補助者  歯科衛生士、歯科技工士の免許を有しない者で診療及び技工のための補助業務を行っている者　

6  その他の技術員　その他免許を有しないで業務に補助的に従事する者（例えば、診療放射線助手、薬剤師助手、

理学療法士助手、作業療法士助手等)

7 　医療社会事業従事者　ケースワーカー、ソーシャルワーカー等

8   その他の職員　他に計上されない者（例えば、自動車運転手、ボイラー技士、電気士、調理師等）

（３）病院報告

在院患者　

毎日24時現在、病院及び診療所に在院している患者をいう。

新入院患者・退院患者　

新たに入院した患者・退院した患者をいい、入院してその日のうちに退院した患者も含む。

外来患者延数　
新来・再来・往診・巡回診患者の区別なく、すべてを合計したものをいい、同一患者が二つ以上の診療科で診療を受け、それぞれの科でカルテの作成又は記載の追加がされた場合は、それぞれの診療科の外来患者として取り扱う。
病院の種類・病床・開設者・診療科目　（２）医療施設調査の該当項目を参照のこと。
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	294～300
	42
	

	133～139
	19
	
	301～307
	43
	

	140～146
	20
	
	
	
	

	147～153
	21
	6
	
	
	

	154～160
	22
	
	
	
	

	161～167
	23
	
	
	
	


[image: image1.emf]大 分 類 中 分 類 小 分 類

国 国（厚生労働省） 01  国（厚生労働省）

01  02  03  04 01

国（その他） 02　国（独立行政法人国立病院機構）

02  03  04　05 03　国（国立大学法人）

04　国（独立行政法人労働者健康福祉機構）

05　国（その他）

公的医療機関 都道府県 06　都道府県

05  06  07  08  09  10  11 06

12　13 市町村 07　市町村

07

地方独立行政法人 08　地方独立行政法人

08

その他の公的医療機関 09　日赤

09　10　11　12　13 10　済生会

11　北海道社会事業協会

12　厚生連

13　国民健康保険団体連合会

社会保険関係団体 社会保険関係団体 14　全国社会保険協会連合会

14  15  16  17  18  19 14  15  16  17  18  19 15　厚生年金事業振興団

  16　船員保険会

17　健康保険組合及びその連合会

18　共済組合及びその連合会

19　国民健康保険組合

公益法人 20　公益法人

20

医療法人 医療法人 21　医療法人

21 21

学校法人並びにその他の法人 22　私立学校法人

22  23  24　26 23　社会福祉法人

24　医療生協

26　その他の法人

会社 25　会社

25

個   人 個   人 27　個人

27 27

その他

20　22  23  24　25　26

医育機関(再掲) 27　医育機関(再掲)

27

参考２　開設者の分類


参考３　診療科目

	Ⅰ
	01 内科
02 呼吸器内科
03 循環器内科
04 消化器内科（胃腸内科）
05 腎臓内科
06 神経内科
07 糖尿病内科（代謝内科）
08 血液内科
	09 皮膚科
010 アレルギー科
011 リウマチ科
012 感染症内科
013 小児科
014 精神科
015 心療内科

	Ⅱ
	016 外科
017 呼吸器外科
018 循環器外科（心臓・血管外科）
019 乳腺外科
020 気管食道外科
021 消化器外科（胃腸外科）
022 泌尿器科
023 肛門外科
024 脳神経外科
	025 整形外科
026 形成外科
027 美容外科
028 眼科
029 耳鼻いんこう科
030 小児外科
031 産婦人科
032 産科
033 婦人科

	Ⅲ
	034 リハビリテーション科
035 放射線科
036 麻酔科
037 病理診断科
038 臨床検査科
	039 救急科
040 歯科
041 矯正歯科
042 小児歯科
043 歯科口腔外科






























































